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平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働特別研究事業） 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」  
 

検討課題（5）報告書 

「無痛分娩の安全性向上のための医師・医療スタッフの 

研修体制の整備に関する検討」 
 

研究代表者 海野信也（北里大学病院・病院長） 
 

研究要旨 

 安全な無痛分娩の提供体制を整備するために必要な医師を含む医療スタッフへの研

修の内容とその実施体制のあり方について、関係学会・団体で検討し、コンセンサ

スを得た。 

 関係学会及び団体は、今後の無痛分娩を担う産婦人科医・麻酔科医・助産師・看護

師を対象とした「産科麻酔研修プログラム（仮称）」を策定するための新たな組織

を設置し、無痛分娩を担う医療関係者全てに共通する研修プログラム及び医療関係

者それぞれの専門性に対応した研修プログラムを策定するとともに、専門施設にお

ける実技研修等の内容について検討する必要がある。 

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」研究班構成員 

（〇：公開検討会構成員、□：作業部会構成員） 

【事務局】 

研究代表者： 海野信也 北里大学病院・院長・産婦人科学  

研究分担者： 石渡 勇 石渡産婦人科病院・院長・産婦人科学  

研究分担者： 板倉敦夫 順天堂大学医学部・教授・産婦人科学 

【研究協力者】 

〇□ 阿真京子 知ろう小児医療守ろう子ども達の会・代表理事：患者（妊産婦）の立場 

〇 飯田宏樹 岐阜大学医学部・教授・麻酔科学：日本麻酔科学会より推薦 

〇 石川紀子 静岡県立大学看護学部・准教授・助産学：日本看護協会より推薦 

〇 後  信 九州大学病院・教授・医療安全管理部長・医療安全学 医療安全の立場 

〇 前田津紀夫    前田産科婦人科医院・院長・産婦人科学：日本産婦人科医会より推薦 

〇 温泉川梅代        日本医師会・常任理事：日本医師会より推薦 

□ 天野 完 吉田クリニック・産婦人科学：日本産科麻酔学会より推薦 

□ 池田智明 三重大学医学部・教授・産婦人科学：日本産科婦人科学会より推薦 

□ 奥富俊之 北里大学医学部・診療教授・麻酔科学：日本産科麻酔学会より推薦 

□ 角倉弘行 順天堂大学医学部・教授・麻酔科学：日本麻酔科学会より推薦 

□ 照井克生 埼玉医科大学・教授・麻酔科学：日本周産期・新生児医学会より推薦 

□ 永松 健 東京大学医学部・准教授・産婦人科学：日本産科婦人科学会より推薦 

□ 橋井康二 ハシイ産婦人科・院長・産婦人科学：日本産婦人科医会より推薦 
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A. 研究目的： 安全な無痛分娩の提供体制を整

備するために必要な医師を含む医療スタッフ

への研修の内容とその実施体制のあり方につ

いて、関係学会・団体で検討し、コンセンサ

スを形成すること。 

 

B. 研究方法： 

1）無痛分娩提供体制の安全性向上に資する研修

会の実情及び無痛分娩を積極的に実施している施

設に対して無痛分娩実地・実技研修体制の実情に

ついて検討した。 

2）日本看護協会の協力で、助産師・看護師が無

痛分娩のケアに習熟するために必要な研修内容に

ついて検討した。 

3）研究班の事務局において本件に係る課題を整

理し、これを作業部会及び公開検討会において検

討し、専門学会・団体のコンセンサス形成を行っ

た。 

 

C. 研究成果： 

1） 無痛分娩の安全性向上のための研修会の実態 

(ア)関係学会・団体が企画実施する無痛分娩

の安全性に関する組織的系統的な研修会

は、わが国では行われていなかった。 

(イ)重篤な状態に陥った妊産褥婦の救命対応

に係る研修会としては、周生期医療支援

機構による Advanced Life Support in 

Obstetrics(ALSO)、日本母体救命システ

ム普及協議会（J-CIMELS）による J-

MELS 講習会、「防ぎ得た周産期の死亡」

撲滅を目指す周産期医療者の会によるピ

ーシーキューブ等が存在し、それぞれ非

常に多くの参加者を集め、活発な活動を

展開している。各研修会にはそれぞれ特

徴があり、これまでは特に無痛分娩に関

わる研修は実施されていなかった。しか

し、無痛分娩に関連して妊産婦死亡が発

生している状況に対応して、シミュレー

ション研修の題材に全脊椎麻酔等の麻酔

合併症を組み込む動きが始まっている。

研究班の検討の中で、その実例として

J-CIMELSの活動が報告された（別紙 1）。

J-CIMELSは約 2 年間の活動で約 250回

の講習会開催及び約 4500名の講習会参

加を達成してきており、無痛分娩に関す

る講習内容を充実させることで分娩の安

全性向上のための研修体制構築の方策と

なりうると評価された（別紙 1 ・表 1）。 

(ウ)無痛分娩を担当する医療従事者がその安

全性向上のための研修会を確実に受講で

きる体制を整備するためには、必要な研

修の内容を明確化するとともに、関係学

会・団体が、その内容を確実に提供する

研修会を積極的に開催していく必要があ

ると考えられた。 

 

2） 無痛分娩取扱施設における実地・実技研修の

実態 

(ア)無痛分娩を多数取り扱っている日本産科

麻酔学会の会員施設で、人材養成に積極

的と考えられる施設に依頼し、無痛分娩

の実施体制と医師を対象とした無痛分娩

研修の実情を調査した。7施設から回答

を得た（別紙 2）。回答施設は無痛分娩

の普及活動において指導的立場で活発に

活動している施設であり、これがすべて

ではないが、わが国における組織的な無

痛分娩研修の実情を相当程度反映してい

ると考えられる。 

(イ)産科麻酔部門が設置されているわが国の

無痛分娩普及に指導的役割を果たしてい

る施設では、各施設で年間数名から 10

名弱程度の医師が実地・実技研修を修了

していること、その研修内容は多様であ

ることが明らかになった。研修の質を担

保するためには研修内容について一定の

基準を検討する必要があると考えられた。 

 

3） 助産師・看護師が無痛分娩のケアに習熟する

ための研修内容に関する検討： 

(ア)講習会の受講及び診療実績については以

下のような条件が必要と考えられた。①

NCPRの資格を有し、新生児の蘇生がで

きること。②救急蘇生コースの受講歴を

有していること。③助産師についてはア

ドバンス助産師相当の能力を有すること

が望ましいこと。④安全な麻酔実施のた

めの最新の知識を修得し、ケアの向上を

図るため、関係学会又は関係団体が主催

する講習会を受講すること。 

(イ)セミナーと実践研修で構成される「無痛

分娩に関する看護ケアに習熟した助産

師・看護師」養成コース（案）が示され
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た。 

① 「無痛分娩における看護（助産）ケ

ア」セミナーの内容(例)： 

1. 産科麻酔の基礎、麻酔の合併症 

2. 安全な無痛分娩管理～観察ポイ

ントと助産ケア 

3. 無痛分娩中の助産診断 

4. 経過中におこりやすい問題とそ

の対応 

5. 記録(麻酔記録と助産記録) 

6. CADDの取扱い 

7. 使用薬剤の知識、効果、副作用 

8. 緊急時の対応、モニタリング 

9. 無痛分娩時の分娩監視 

10. 無痛分娩の産褥期への影響 

11. 医療安全管理体制 

② 「無痛分娩実践研修」の内容 

1. 研修期間：1日 

2. 研修内容： 

(ア)無痛分娩管理の実際の見学 

(イ)麻酔導入後の観察、分娩監

視、分娩進行アセスメント 

(ウ)助産ケア等の実習 

3. 研修施設 

(ア)「安全な無痛分娩のための

必要条件」を満たす診療体

制で相当数の無痛分娩を実

施している施設。 

(イ)「無痛分娩に関する看護ケ

アに習熟した助産師・看護

師」に相当する知識と経験

を有する助産師による指導

体制が存在する施設。   

 

4）検討の結果、以下のようなコンセンサスを得

た。 

(ア)安全な無痛分娩の提供体制を整備す

るため、無痛分娩に関わる医療スタ

ッフに対して、産科麻酔の知識や技

術、産科麻酔に関連した病態への対

応等を修得する機会を提供し、質の

向上を図る必要がある。また、得ら

れた知識や技術を維持し、最新の知

識を更新するためには、２年に１回

程度、講習課題に応じて適切な頻度

で定期的に講習会を受講する必要が

ある。この研修体制を整備するため、

以下の提言を行う。 

① 無痛分娩に関わる学会及び団体

は、無痛分娩の安全な診療を目

的として、無痛分娩に関わる医

療スタッフが産科麻酔に関する

知識や技術を維持し、最新の知

識を更新するために必要な講習

会を定期的に開催すること（表

1）。関係学会及び団体（日本

医師会、日本産科婦人科学会、

日本産婦人科医会、日本麻酔科

学会、日本産科麻酔学会、日本

看護協会等）は、以下の目的を

効率的に達成できるよう、無痛

分娩の安全な診療のために 無

痛分娩に関わる医療スタッフが

受講すべき講習会を企画、開催

すること。 

・安全な産科麻酔診療のための最新の知

識の修得及び技術の向上 

・産科麻酔に関連した病態に対応できる

こと 

・救急蘇生が実施できること 

・安全な産科麻酔実施のための最新の知

識の修得とケアの向上 

 

② 無痛分娩に関わる学会及び団体

は、無痛分娩を含む産科麻酔を

担う人材を育成するために、

｢産科麻酔研修プログラム（仮

称）」を策定し、研修を実施す

ること。 

③ 関係学会及び団体は、今後の無

痛分娩を担う産婦人科医・麻酔

科医・助産師・看護師を対象と 

した「産科麻酔研修プログラム

（仮称）」を策定するための組

織を設置し、当該組織に参画す

ること。 

④ 当該組織は、無痛分娩を担う医

療関係者全てに共通する研修プ

ログラム及び医療関係者それぞ

れの専門性に対応した研修プロ

グラムを策定すること。研修プ
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ログラムを策定するに当たって

は、専門施設における実技研修

等の内容について検討すること。

さらに、策定された研修プログ

ラムを踏まえ、研修体制を整備

すること。 

 

D. 考察: 

1） 無痛分娩の安全性向上のための研修について

わが国の現状を含め包括的な検討を行った。

その結果、これまで存在しなかった無痛分娩

を現在実施している医師を含む医療スタッフ

を対象とした研修について、関係学会・団体

による大枠のコンセンサスを形成することが

できた。今後は、関係学会・団体が新たな組

織を構築して活動していくことが求められる。 

2） 現状では無痛分娩の実技研修機会を提供可能

な施設は限定されていると考えられる。無痛

分娩をこれから担当しようとしている医師及

び医療スタッフに対する実地・実技研修体制

の包括的内容を「産科麻酔研修プログラム

（仮称）」等の形で新たな組織で決定し、

研修体制の整備を推進する必要がある。 

 

Ｅ. 結論: 

1）安全な無痛分娩の提供体制を整備するため

に必要な医師を含む医療スタッフへの研修の内

容とその実施体制のあり方について、関係学

会・団体で検討し、コンセンサスを得た。 

2）関係学会及び団体は、今後の無痛分娩を担

う産婦人科医・麻酔科医・助産師・看護師を対

象とした「産科麻酔研修プログラム（仮称）」

を策定するための新たな組織を設置し、無痛分

娩を担う医療関係者全てに共通する研修プログ

ラム及び医療関係者それぞれの専門性に対応し

た研修プログラムを策定するとともに、専門施

設における実技研修等の内容について検討する

必要がある。 

 

Ｆ. 健康危険情報：特になし。 

G. 研究発表：特になし。 

H.知的財産権の出願・登録状況：特になし。 

 
 

 



 

 


